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(57)【要約】
【課題】光信号対雑音比の監視装置、信号送信装置及び
受信機を提供する。
【解決手段】光信号対雑音比の監視装置は、受信信号に
おけるパイロット信号の、時間領域及び／又は周波数領
域における位置に基づいて、該受信信号の雑音電力を計
算するための時間領域及び／又は周波数領域の範囲を選
択する選択部と、選択された時間領域及び／又は周波数
領域の範囲内の受信信号に基づいて該受信信号の雑音電
力を計算し、該雑音電力に基づいて該受信信号の光信号
対雑音比を計算する計算部と、を含む。光信号対雑音比
を正確に推定でき、計算プロセスが簡単であり、且つ応
用範囲が広い。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光信号対雑音比の監視装置であって、
　受信信号におけるパイロット信号の、時間領域及び／又は周波数領域における位置に基
づいて、前記受信信号の雑音電力を計算するための時間領域及び／又は周波数領域の範囲
を選択する選択手段と、
　選択された時間領域及び／又は周波数領域の範囲内の受信信号に基づいて前記受信信号
の雑音電力を計算し、前記雑音電力に基づいて前記受信信号の光信号対雑音比を計算する
計算手段と、を含む装置。
【請求項２】
　前記選択手段は、時間領域において前記パイロット信号の中心との距離が第１の閾値以
下の時間領域範囲を、前記受信信号の雑音電力を計算するための時間領域範囲として選択
する、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記選択手段は、周波数領域において前記パイロット信号の周波数との距離が第２の閾
値以上の周波数領域範囲を、前記受信信号の雑音電力を計算するための周波数領域範囲と
して選択する、請求項１に記載の装置。
【請求項４】
　前記選択手段は、周波数領域において前記パイロット信号の周波数との距離が第２の閾
値以上であり、且つ前記受信信号の非線形クロストークの周波数と同一の側にある周波数
領域範囲を、前記受信信号の雑音電力を計算するための周波数領域範囲として選択する、
請求項３に記載の装置。
【請求項５】
　２つの偏光状態において信号をそれぞれ送信し、各フレームの信号を送信する際に、一
方の偏光状態においてパイロット信号を送信する期間内に、他方の偏光状態において信号
を送信せず、或いは直流光信号を送信するように、前記受信信号を送信する、請求項１に
記載の装置。
【請求項６】
　２つの偏光状態において信号をそれぞれ送信する送信手段、を含み、
　各フレームの信号を送信する際に、一方の偏光状態においてパイロット信号を送信する
期間内に、他方の偏光状態において信号を送信せず、或いは直流光信号を送信する、信号
送信装置。
【請求項７】
　請求項１～５のいずれかに記載の装置を含む、受信機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、通信技術分野に関し、特に光信号対雑音比の監視装置、信号送信装置及び受
信機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　光信号対雑音比（ＯＳＮＲ：Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　ｔｏ　Ｎｏｉｓｅ　Ｒａ
ｔｉｏ）は、従来の直接検出の光通信システム及びコヒーレント光通信システムでは、シ
ステムの性能に直接に関連する量であるため、光信号対雑音比の監視技術は広く注目され
ている。
【０００３】
　ＯＳＮＲに基づいて定義された従来の測定方法は、雑音電力スペクトルが平坦であり、
且つスペクトルに信号がなく、雑音のみを含む周波数帯域が存在するという条件に依存す
る。光通信容量の増加に伴い、コヒーレント光通信システムの伝送距離及び伝送速度は、
以前より大幅に改善されている。雑音の周波数スペクトル形状はより多くの光ノードによ
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り大きく起伏し、雑音が周波数スペクトルにおいて均一に分布するという仮定は問題とな
る。一方、チャネル間隔が大幅に短縮するため、雑音電力を測定するための、信号を無視
することが可能な帯域を探すのは不可能な問題点となる。従って、コヒーレント通信シス
テムにおけるＯＳＮＲの測定に関する研究は新しく注目されている。
【０００４】
　実際の通信システムでは、伝送リンクにおけるその自信の雑音の以外に、非線形効果に
よる雑音も含まれ、ここで、該雑音は、チャネル内の非線形効果による雑音とチャネル間
の非線形効果による雑音を含む。実際のＯＳＮＲ監視では、非線形効果による雑音を排除
できないと、ＯＳＮＲの推定値が低くなる。非線形雑音のＯＳＮＲ推定値への干渉を低減
させるために、１つの従来方法として、受信側で受信信号に対して非線形補償を行う。
【０００５】
　なお、背景技術に関する上記の説明は、単なる本発明の技術案をより明確、完全に説明
するためのものであり、当業者を理解させるために説明するものであり。これら技術案が
本発明の背景技術の部分に説明されているから当業者にとって周知の技術であると解釈し
てはならない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記従来の方法を用いて受信側で受信信号に対して非線形補償を行う場合に、非線形補
償のアルゴリズムは、リンク反転（ｌｉｎｋ　ｒｅｖｅｒｓａｌ）の方法に基づいて非線
形シュレディンガー方程式の解を求める必要があり、演算が複雑であり、且つ応用範囲が
狭い。
【０００７】
　本発明の実施例は、受信信号におけるパイロット信号の位置に基づいて雑音電力を計算
するための時間領域及び／又は周波数領域の範囲を選択することで、光信号対雑音比を正
確に推定でき、計算プロセスが簡単であり、且つ応用範囲が広い光信号対雑音比の監視装
置、信号送信装置及び受信機を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の実施例の第１の態様では、光信号対雑音比の監視装置であって、受信信号にお
けるパイロット信号の、時間領域及び／又は周波数領域における位置に基づいて、前記受
信信号の雑音電力を計算するための時間領域及び／又は周波数領域の範囲を選択する選択
手段と、選択された時間領域及び／又は周波数領域の範囲内の受信信号に基づいて前記受
信信号の雑音電力を計算し、前記雑音電力に基づいて前記受信信号の光信号対雑音比を計
算する計算手段と、を含む装置を提供する。
【０００９】
　本発明の実施例の第２の態様では、２つの偏光状態において信号をそれぞれ送信する送
信手段、を含み、各フレームの信号を送信する際に、一方の偏光状態においてパイロット
信号を送信する期間内に、他方の偏光状態において信号を送信せず、或いは直流光信号を
送信する、信号送信装置を提供する。
【００１０】
　本発明の実施例の第３の態様では、本発明の実施例の第１の態様に記載の装置を含む、
受信機を提供。
【００１１】
　本発明の実施例の有益な効果としては、受信信号におけるパイロット信号の位置に基づ
いて雑音電力を計算するための時間領域及び／又は周波数領域の範囲を選択することで、
光信号対雑音比を正確に推定でき、計算プロセスが簡単であり、且つ応用範囲が広い。
【００１２】
　下記の説明及び図面に示すように、本発明の特定の実施形態が詳細に開示され、本発明
の原理を採用できる方式が示される。なお、本発明の実施形態の範囲はこれらに限定され
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ない。本発明の実施形態は、添付される特許請求の範囲の要旨及び項目の範囲内において
、変更されたもの、修正されたもの及び均等的なものを含む。
【００１３】
　１つの実施形態に記載された特徴及び／又は示された特徴は、同一又は類似の方式で１
つ又はさらに多くの他の実施形態で用いられてもよいし、他の実施形態における特徴と組
み合わせてもよいし、他の実施形態における特徴に代わってもよい。
【００１４】
　なお、本文では、用語「包括／含む」は、特徴、部材、ステップ又はコンポーネントが
存在することを指し、一つ又は複数の他の特徴、部材、ステップ又はコンポーネントの存
在又は付加を排除しない。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
　含まれる図面は、本発明の実施例をさらに理解するために用いられ、明細書の一部を構
成し、本発明の実施形態を例示するために用いられ、文言の記載と共に本発明の原理を説
明する。なお、以下に説明される図面は、単なる本発明の一部の実施例であり、当業者に
とっては、これらの図面に基づいて他の図面を容易に想到できる。
【図１】本発明の実施例１に係る光信号対雑音比の監視装置の構成を示す図である。
【図２】本発明の実施例１に係る送信信号の時系列を示す図、及び対応する周波数スペク
トログラムである。
【図３】Ｈ偏光状態及びＶ偏光状態の信号時系列図及び対応する周波数スペクトログラム
である。
【図４】本発明の実施例１に係る時間領域範囲が選択されたＨ偏光状態及びＶ偏光状態の
信号時系列図及び対応する周波数スペクトログラムである。
【図５】本発明の実施例１に係る周波数領域範囲が選択されたＨ偏光状態及びＶ偏光状態
の周波数スペクトログラムである。
【図６】本発明の実施例２に係る信号送信装置の構成を示す図である。
【図７】本発明の実施例３に係る受信機の構成を示す図である。
【図８】本発明の実施例３に係る受信機のシステム構成を示すブロック図である。
【図９】本発明の実施例４に係る送信機の構成を示す図である。
【図１０】本発明の実施例４に係る送信機のシステム構成を示すブロック図である。
【図１１】本発明の実施例５に係る通信システムの構成を示す図である。
【図１２】本発明の実施例６に係る光信号対雑音比の監視方法のフローチャートである。
【図１３】本発明の実施例７に係る信号送信方法のフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明の上記及びその他の特徴は、図面及び下記の説明により理解できるものである。
明細書及び図面では、本発明の特定の実施形態、即ち本発明の原則に従う一部の実施形態
を表すものを公開している。なお、本発明は説明される実施形態に限定されず、本発明は
、特許請求の範囲内の全ての修正、変更されたもの、及び均等なものを含む。
【００１７】
　＜実施例１＞
　本発明の実施例は光信号対雑音比の監視装置を提供し、該光信号対雑音比の監視装置は
通信システムの受信側に適用されてもよい。図１は本発明の実施例１に係る光信号対雑音
比の監視装置の構成を示す図である。図１に示すように、該装置１００は、選択部１０１
及び計算部１０２を含む。
【００１８】
　選択部１０１は、受信信号におけるパイロット信号の、時間領域及び／又は周波数領域
における位置に基づいて、該受信信号の雑音電力を計算するための時間領域及び／又は周
波数領域の範囲を選択する。
【００１９】
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　計算部１０２は、選択された時間領域及び／又は周波数領域の範囲内の受信信号に基づ
いて該受信信号の雑音電力を計算し、該雑音電力に基づいて該受信信号の光信号対雑音比
を計算する。
【００２０】
　上記の実施例によれば、受信信号におけるパイロット信号の位置に基づいて雑音電力を
計算するための時間領域及び／又は周波数領域の範囲を選択することで、光信号対雑音比
を正確に推定でき、計算プロセスが簡単であり、且つ応用範囲が広い。
【００２１】
　本実施例では、該受信信号は、光通信システムにおいて、送信側から送信された送信信
号が光ファイバ伝送リンクを経た後で、受信側で受信された信号である。ここで、送信信
号にパイロット信号を挿入しているため、受信信号にもパイロット信号が含まれる。
【００２２】
　本実施例では、送信信号に挿入されたパイロット信号は、正の信号と負の信号により交
互に構成されたパイロット信号シーケンスであってもよいし、２つの偏光状態において周
波数の異なるパイロット信号を送信してもよいが、本発明の実施例はパイロット信号の送
信方式に限定されない。
【００２３】
　例えば、２つの偏光状態において周波数の異なるパイロット信号をそれぞれ送信しても
よく、ここで、２つの偏光状態において信号をそれぞれ送信し、各フレームの信号を送信
する際に、一方の偏光状態においてパイロット信号を送信する期間内に、他方の偏光状態
において信号を送信せず、或いは直流光信号を送信する。このような方式で信号を送信す
ることで、大部分の非線形クロストークを抑制でき、このように、非線形クロストークの
雑音電力計算への影響を効果的に除去でき、光信号対雑音比の計算の正確性を向上できる
。
【００２４】
　本実施例では、Ｈ偏光状態及びＶ偏光状態において、周波数の異なるパイロット信号を
送信することを例にして説明するが、本発明の実施例はデュアル偏光状態のシステムに限
定されない。
【００２５】
　図２は本実施例に係る送信信号の時系列を示す図、及び対応する周波数スペクトログラ
ムである。図２に示すように、送信信号はパイロット信号及びデータ信号を含み、該デー
タ信号は実際に伝送されるデータであり、ペイロード（Ｐａｙｌｏａｄ）データとも称さ
れる。ｉ番目のフレームの信号を送信する際に、Ｈ偏光状態においてパイロット信号を送
信し、該パイロット信号を送信する期間内に、Ｖ偏光状態において信号を送信せず、或い
は直流光信号を送信し、ｉ＋１番目のフレームの信号を送信する際に、Ｖ偏光状態におい
て、Ｈ偏光状態において送信されたパイロット信号の周波数と異なる周波数のパイロット
信号を送信し、該パイロット信号を送信する期間内に、Ｈ偏光状態において信号を送信せ
ず、或いは直流光信号を送信し、ｉは正整数である。
【００２６】
　本実施例では、選択部１０１は、受信信号におけるパイロット信号の、時間領域及び／
又は周波数領域における位置に基づいて、該受信信号の雑音電力を計算するための時間領
域及び／又は周波数領域の範囲を選択する。
【００２７】
　以下は、パイロット信号の時間領域及び周波数領域における位置に基づいて雑音電力を
計算するための時間領域範囲及び周波数領域範囲を選択することをそれぞれ例示的に説明
する。
【００２８】
　まず、パイロット信号の時間領域における位置に基づいて雑音電力を計算するための時
間領域範囲を選択することを例示的に説明する。
【００２９】
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　通信システムでは、チャネルにより伝送された後の信号は、チャネル内の非線形効果の
影響のため、信号の時間領域波形ｕは下記の式（１）で示されてもよい。
【数１】

【００３０】
　ここで、ｕＨ（ｔ＝ｋＴ，ｚ＝Ｌ）は、Ｈ偏光状態におけるｋＴ番目の時点の、伝送距
離がＬの信号の時間領域波形を表し、ｕＶ（ｔ＝ｋＴ，ｚ＝Ｌ）は、Ｖ偏光状態における
ｋＴ番目の時点の、伝送距離がＬの信号の時間領域波形を表し、ｕＨ（ｔ＝ｋＴ，０）は
、Ｈ偏光状態におけるｋＴ番目の時点の、伝送距離が０の信号の時間領域波形を表し、ｕ

Ｖ（ｔ＝ｋＴ，０）は、Ｖ偏光状態におけるｋＴ番目の時点の、伝送距離が０の信号の時
間領域波形を表し、
（外１）

、
（外2）

及び
（外3）

は、Ｈ偏光状態におけるｍ＋ｋ、ｎ＋ｋ、ｍ＋ｎ＋ｋ番目の時点のパルスのシンボル情報
をそれぞれ表し、
（外4）

、
（外5）

及び
（外6）
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は、Ｖ偏光状態におけるｍ＋ｋ、ｎ＋ｋ、ｍ＋ｎ＋ｋ番目の時点のパルスのシンボル情報
をそれぞれ表し、Ｃ（ｍ，ｎ，ｚ＝Ｌ）は、伝送距離がＬであり、且つパルス形状及びリ
ンクに関連するパラメータを表し、Ｔはパルス周期であり、ｚは伝送距離であり、ｋ、ｍ
及びｎは共に整数である。
【００３１】
　上記式（１）に基づく発明者の研究、発見によると、パイロット信号の期間内のＨ偏光
状態におけるシンボルが経験した非線形雑音では、Ｈ偏光状態について、ｍ＋ｋ、ｎ＋ｋ
、ｍ＋ｎ＋ｋ番目の時点の３つのパルスに対応する時間が共にパイロット信号の期間内に
あり、即ちｍ＋ｋ、ｎ＋ｋ、ｍ＋ｎ＋ｋが共にパイロット信号の期間内に入った場合に、
どの偏光状態からのパルスでも、生じられた非線形雑音はＨ偏光状態のパイロット信号と
同一の周波数を有し、Ｖ偏光状態についても同様であるため、ここでその説明が省略され
る。光信号対雑音比を計算する際に、パイロット信号の期間内の信号に対応する周波数ス
ペクトルに基づいて雑音電力を計算するため、チャネル内の非線形効果が非パイロット信
号の周波数ポイントに貢献しないから、光信号対雑音比の測定へ影響を及ぼさない。
【００３２】
　しかし、上記のｍ＋ｋ、ｎ＋ｋ、ｍ＋ｎ＋ｋ番目の時点の３つのパルスのうちいずれか
がパイロット信号の期間内に入っていない場合に、対応するチャネル内の非線形雑音の周
波数スペクトルが大きな幅を有するため、光信号対雑音比の計算における雑音電力の推定
値が大きすぎ、算出された光信号対雑音比が不正確になってしまう。
【００３３】
　本実施例では、選択部１０１は、時間領域においてパイロット信号の中心との距離が第
１の閾値以下の時間領域範囲を、受信信号の雑音電力を計算するための時間領域範囲とし
て選択してもよく、該第１の閾値は実際の状況に応じて決定されてもよい。
【００３４】
　パイロット信号の中心近傍の時間領域範囲を、受信信号の雑音電力を計算するための時
間領域範囲として選択することで、チャネル内の非線形クロストークの雑音電力計算への
影響を効果的に除去でき、光信号対雑音比の計算の正確性を向上できる。
【００３５】
　図３はＨ偏光状態及びＶ偏光状態の信号時系列図及び対応する周波数スペクトログラム
である。図３に示すように、上記のｍ＋ｋ、ｎ＋ｋ、ｍ＋ｎ＋ｋ番目の時点の３つのパル
スのうちいずれかがパイロット信号の期間内に入っていない場合に、チャネル内の非線形
雑音が周波数領域において大きな幅を有し、即ちパイロット信号の周波数と同一の単一周
波数信号ではないため、光信号対雑音比の計算における雑音電力の推定値が大き過ぎる。
【００３６】
　図４は本実施例に係る時間領域範囲が選択されたＨ偏光状態及びＶ偏光状態の信号時系
列図及び対応する周波数スペクトログラムである。図４に示すように、Ａは、選択された
パイロット信号の中心近傍の時間領域範囲を表し、Ｂは、パイロット信号全体の時間領域
範囲を表し、図４から分かるように、時間領域範囲Ａの大きさはパイロット信号の中心と
の距離の大きさにより決定されたものである。時間領域範囲Ａを、受信信号の雑音電力を
計算するための時間領域範囲として選択することで、チャネル内の非線形雑音は依然とし
て周波数領域においてパイロット信号の周波数と同一の単一周波数信号であり、チャネル
内の非線形雑音の雑音電力計算への影響を除去し、光信号対雑音比の計算の正確性を向上
した。
【００３７】
　本実施例では、パイロット信号全体の時間領域範囲Ｂに対する選択される時間領域範囲
Ａの比率は実際の状況に応じて決定されてもよく、例えば、該比率は用いられるパイロッ
ト信号の数、受信信号における分散の大きさ、及び計算精度に対する要求のうち少なくと
も１つに基づいて決定されてもよい。受信信号における分散が比較的に小さいと、該比率
を比較的に大きい値に設定し、即ち時間領域範囲Ａを広く選択してもよい。
【００３８】
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　例えば、パイロット信号全体の時間領域範囲Ｂに対する選択される時間領域範囲Ａの比
率が１／２であってもよいが、本発明の実施例は該比率の数値に限定されない。
【００３９】
　以上は、パイロット信号の時間領域における位置に基づいて雑音電力を計算するための
時間領域範囲を選択することを例示的に説明しているが、以下は、パイロット信号の周波
数領域における位置に基づいて雑音電力を計算するための周波数領域範囲を選択すること
を例示的に説明する。
【００４０】
　通信システムでは、チャネル間の非線形効果は相互位相変調（ＸＰＭ：Ｃｒｏｓｓ－ｐ
ｈａｓｅ　Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ）とも称され、ＸＰＭ効果による非線形雑音は２種類、
即ち非線形位相雑音と非線形クロストークにさらに分類されてもよい。Ｈ偏光状態におけ
るパイロット信号について、非線形位相雑音の周波数スペクトルは該パイロット信号の周
波数近傍に集中し、ＸＰＭのローパスフィルタリング効果により、該非線形位相雑音の周
波数スペクトルの範囲は数ＧＨｚの範囲内に相対的に集中する。このため、Ｈ偏光状態に
おけるパイロット信号の周波数近傍の非線形位相雑音により、光信号対雑音比の計算にお
ける雑音電力の推定値が大きすぎ、算出された光信号対雑音比は不正確になってしまう。
【００４１】
　一方、非線形クロストークは加法性雑音であり、下記の式（２）で示されてもよい。
【数２】

【００４２】
　ここで、下付き１は自チャネルを表し、２は隣接チャネルを表し、ｕ１Ｖは自チャネル
のＶ偏光状態における時間領域波形を表し、ｕ２Ｈは隣接チャネルのＨ偏光状態における
時間領域波形を表し、ｕ２Ｖは隣接チャネルのＶ偏光状態における時間領域波形を表し、
ｃｏｎｊは共役を求める演算を表す。
【００４３】
　チャネル内の非線形雑音及びチャネル間の非線形位相雑音と異なって、チャネル間の非
線形クロストークは、直交偏光状態のパイロット信号に対応する周波数近傍、即ちＶ偏光
状態におけるパイロット信号の周波数近傍に現れるため、Ｖ偏光状態におけるパイロット
信号の周波数近傍の非線形クロストークにより、光信号対雑音比の計算における雑音電力
の推定値が大きすぎ、算出された光信号対雑音比は不正確になってしまう。
【００４４】
　本実施例では、選択部１０１は、周波数領域においてパイロット信号の周波数との距離
が第２の閾値以上の周波数領域範囲を、受信信号の雑音電力を計算するための周波数領域
範囲として選択してもよく、該第２の閾値は実際の状況に応じて決定されてもよい。
【００４５】
　パイロット信号の周波数から離れた周波数領域範囲を、受信信号の雑音電力を計算する
ための時間領域範囲として選択することで、チャネル間の非線形位相雑音及び非線形クロ
ストークの雑音電力計算への影響を効果的に除去でき、光信号対雑音比の計算の正確性を
向上できる。
【００４６】
　図５は本実施例に係る周波数領域範囲が選択されたＨ偏光状態及びＶ偏光状態の周波数
スペクトログラムである。図５に示すように、Ｈ偏光状態について、チャネル間の非線形
位相雑音がＨ偏光状態におけるパイロット信号の周波数近傍に位置し、チャネル間の非線
形クロストークはＶ偏光状態におけるパイロット信号の周波数近傍に位置し、Ｖ偏光状態
について、チャネル間の非線形位相雑音がＶ偏光状態におけるパイロット信号の周波数近
傍に位置し、チャネル間の非線形クロストークはＨ偏光状態におけるパイロット信号の周
波数近傍に位置する。
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【００４７】
　Ｈ偏光状態及びＶ偏光状態におけるパイロット信号の周波数から離れた領域Ｅ１、Ｅ２
、Ｅ３及びＥ４を、受信信号の雑音電力を計算するための周波数領域範囲として選択する
ことで、チャネル間の非線形位相雑音及び非線形クロストークの雑音電力計算への影響を
除去し、光信号対雑音比の計算の正確性を向上する。
【００４８】
　本実施例では、周波数領域範囲Ｅ１、Ｅ２、Ｅ３及びＥ４の大きさはパイロット信号の
周波数との距離の大きさにより決定され、信号全体の周波数領域範囲Ｅに対する選択され
る周波数領域範囲Ｅ１、Ｅ２、Ｅ３及びＥ４の和の比率は実際の状況に応じて決定されて
もよく、例えば、該比率は、用いられるパイロット信号の数、受信信号における分散の大
きさ、及び計算精度に対する要求のうち少なくとも１つにより決定されてもよい。例えば
、受信信号における分散が比較的に小さいと、該比率を比較的に大きい値に設定し、即ち
選択される周波数領域を広くてもよい。
【００４９】
　例えば、信号全体の周波数領域範囲Ｅに対する選択される周波数領域範囲Ｅ１、Ｅ２、
Ｅ３及びＥ４の和の比率は１／２であってもよいが、本発明の実施例は該比率の数値に限
定されない。
【００５０】
　本実施例では、非線形クロストークが非線形位相雑音よりも小さい場合に、選択部１０
１は、周波数領域においてパイロット信号の周波数との距離が第２の閾値以上であり、且
つ受信信号の非線形クロストークの周波数と同一の側にある周波数領域範囲を、受信信号
の雑音電力を計算するための周波数領域範囲として選択してもよい。
【００５１】
　例えば、Ｈ偏光状態について、非線形クロストークの周波数と同一の側にある領域Ｅ３
、Ｅ４を、受信信号の雑音電力を計算するための周波数領域範囲として選択してもよく、
Ｖ偏光状態について、非線形クロストークの周波数と同一の側にある領域Ｅ１、Ｅ２を、
受信信号の雑音電力を計算するための周波数領域範囲として選択してもよい。
【００５２】
　非線形クロストークが非線形位相雑音よりも小さい場合に、受信信号の雑音電力を計算
するための周波数領域範囲を、非線形クロストークの周波数と同一の側にある領域にさら
に限定することで、非線形雑音の影響をさらに除去でき、光信号対雑音比の計算の正確性
をさらに向上できる。
【００５３】
　本実施例では、図２に示す方式を用いて信号を送信する際に、大部分の非線形クロスト
ークを抑制でき、この場合に、選択部１０１は、同様に、周波数領域においてパイロット
信号の周波数との距離が第２の閾値以上であり、且つ受信信号の非線形クロストークの周
波数と同一の側にある周波数領域範囲を、受信信号の雑音電力を計算するための周波数領
域範囲として選択してもよく、即ち図５における領域Ｅ３、Ｅ４を、受信信号の雑音電力
を計算するための周波数領域範囲として選択してもよい。このように、非線形雑音の影響
をさらに除去でき、光信号対雑音比の計算の正確性をさらに向上できる。
【００５４】
　以上は、パイロット信号の時間領域及び周波数領域における位置に基づいて雑音電力を
計算するための時間領域範囲及び周波数領域範囲を選択することを例示的に説明している
。
【００５５】
　本実施例では、選択部１０１が該受信信号の雑音電力を計算するための時間領域及び／
又は周波数領域の範囲を選択した後に、計算部１０２は、選択された時間領域及び／又は
周波数領域の範囲内の受信信号に基づいて受信信号の雑音電力を計算し、該雑音電力に基
づいて受信信号の光信号対雑音比を計算する。ここで、従来の方法を用いて雑音電力及び
光信号対雑音比を計算してもよい。
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【００５６】
　例えば、上記選択された時間領域範囲又は周波数領域範囲内の受信信号の雑音電力スペ
クトル密度にスペクトル幅を乗じて雑音電力を取得してもよい。信号電力の計算について
、データ信号（ペイロードデータ）の期間を選択する。これは、光ファイバ伝送リンクに
通常複数の光フィルタを含み、パイロット信号の所在する周波数ポイントの減衰が信号の
平均損失に等しくないため、受信機側の受信信号の電力が信号の電力に等しくなく、デー
タ信号（ペイロードデータ）期間において算出された電力が信号電力と雑音電力との和に
等しいからである。このため、上記雑音電力により、信号電力を取得できる。
【００５７】
　本実施例では、受信信号の雑音電力及び信号電力を取得した後に、例えば下記の式（３
）を用いて受信信号の光信号対雑音比を計算してもよい。
【００５８】
　ＯＳＮＲ＝１０＊ｌｏｇ１０（Ｓ／ｎ）－１０＊ｌｏｇ１０（１２．５ｅ９／Ｂａｎｄ
ｗｉｄｔｈ）　　　　　　（３）
　ここで、ＯＳＮＲは受信信号の光信号対雑音比を表し、Ｓは信号電力を表し、ｎは雑音
電力を表し、Ｂａｎｄｗｉｄｔｈは信号帯域幅を表し、１２．５ｅ９は、ＯＳＮＲの計算
において１２．５ＧＨｚ周波数帯域幅内の雑音電力を考慮するために用いられる数値を表
し、なお、該数値１２．５ｅ９は具体的な周波数帯域幅に基づいて調整されてもよい。
【００５９】
　本実施例では、送信信号に挿入されたパイロット信号が２つの偏光状態において周波数
の異なるパイロット信号である場合に、２つの偏光状態における雑音電力及び信号電力を
それぞれ計算し、２つの偏光状態における光信号対雑音比をそれぞれ取得してもよい。
【００６０】
　また、本実施例では、時間領域のみで時間領域範囲を選択して受信信号の光信号対雑音
比を計算してもよいし、周波数領域のみで周波数領域範囲を選択して受信信号の光信号対
雑音比を計算してもよい。また、時間領域及び周波数領域で時間領域範囲及び周波数領域
範囲をそれぞれ選択して受信信号の光信号対雑音比を計算し、算出された２つの光信号対
雑音比に対して平均化処理を行うことで、計算の正確性をさらに向上してもよい。
【００６１】
　上記実施例によれば、受信信号におけるパイロット信号の位置に基づいて雑音電力を計
算するための時間領域及び／又は周波数領域の範囲を選択することで、光信号対雑音比を
正確に推定でき、計算プロセスが簡単であり、且つ応用範囲が広い。
【００６２】
　＜実施例２＞
　本発明の実施例は信号送信装置をさらに提供し、該信号送信装置は通信システムの送信
側に適用されてもよい。図６は本発明の実施例２に係る信号送信装置の構成を示す図であ
る。図６に示すように、該装置６００は、送信部６０１を含む。
【００６３】
　送信部６０１は、２つの偏光状態において信号をそれぞれ送信する。各フレームの信号
を送信する際に、一方の偏光状態においてパイロット信号を送信する期間内に、他方の偏
光状態において信号を送信せず、或いは直流光信号を送信する。
【００６４】
　例えば、送信部６０１は、実施例１における図２に示される方式を用いて信号を送信し
てもよく、具体的な送信方式は実施例１における記載と同じであり、ここでその説明が省
略される。
【００６５】
　上記実施例によれば、各フレームの信号を送信する際に、一方の偏光状態においてパイ
ロット信号を送信する期間内に、他方の偏光状態において信号を送信せず、或いは直流光
信号を送信することで、大部分の非線形クロストークを抑制でき、このように、非線形ク
ロストークの雑音電力計算への影響を効果的に除去でき、光信号対雑音比の計算の正確性
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を向上できる。
【００６６】
　＜実施例３＞
　本発明の実施例は受信機をさらに提供し、図７は本実施例に係る受信機の構成を示す図
である。図７に示すように、該受信機７００は光信号対雑音比の監視装置７０１を含み、
該光信号対雑音比の監視装置７０１の構成及び機能は実施例１における記載と同じであり
、ここでその説明が省略される。
【００６７】
　図８は本発明の実施例３に係る受信機のシステム構成を示すブロック図である。図８に
示すように、受信機８００はフロントエンドを含む。
【００６８】
　フロントエンドの作用は、入力された光信号を２つの偏光状態におけるベースバンド信
号に変換することであり、本発明の実施例では、該２つの偏光状態はＨ偏光状態及びＶ偏
光状態を含んでもよい。
【００６９】
　図８に示すように、該フロントエンドは、局部レーザ発振器８１０、光混合器（Ｏｐｔ
ｉｃａｌ　９０ｄｅｇ　ｈｙｂｉｒｄ）８０１、光電検出器（Ｏ／Ｅ）８０２、８０４、
８０６及び８０８、Ａ／Ｄ変換器（ＡＤＣ）８０３、８０５、８０７及び８０９、分散補
償器８１１、等化器８１２、並びに光信号対雑音比の監視装置８１３を含み、光信号対雑
音比の監視装置８１３の構成及び機能は実施例１における記載と同じであり、ここでその
説明が省略される。局部レーザ発振器８１０はローカル光源を提供し、光信号は、光混合
器（Ｏｐｔｉｃａｌ　９０ｄｅｇ　ｈｙｂｉｒｄ）８０１、光電検出器（Ｏ／Ｅ）８０２
、１４０４、Ａ／Ｄ変換器（ＡＤＣ）８０３、８０５により１つの偏光状態におけるベー
スバンド信号に変換される。該光信号は、光混合器（Ｏｐｔｉｃａｌ　９０ｄｅｇ　ｈｙ
ｂｉｒｄ）８０１、光電検出器（Ｏ／Ｅ）８０６、８０８、Ａ／Ｄ変換器（ＡＤＣ）８０
７、８０９によりもう１つの偏光状態におけるベースバンド信号に変換され、その具体的
なプロセスは従来技術と類似し、ここでその説明が省略される。
【００７０】
　また、ＯＳＮＲの推定が周波数差及び位相雑音により影響されると、受信機８００は、
周波数差補償器及び位相雑音補償器（図示せず）をさらに含んでもよい。
【００７１】
　上記実施例によれば、受信信号におけるパイロット信号の位置に基づいて雑音電力を計
算するための時間領域及び／又は周波数領域の範囲を選択することで、光信号対雑音比を
正確に推定でき、計算プロセスが簡単であり、且つ応用範囲が広い。
【００７２】
　＜実施例４＞
　本発明の実施例は送信機をさらに提供し、図９は本実施例に係る送信機の構成を示す図
である。図９に示すように、該送信機９００は信号送信装置９０１を含み、該信号送信装
置９０１の構成及び機能は実施例における記載と同じであり、ここでその説明が省略され
る。
【００７３】
　図１０は本発明の実施例４に係る送信機のシステム構成を示すブロック図である。図１
０に示すように、送信機１０００は、信号生成器１００１、信号設定部１００２、Ａ／Ｄ
変換部１００３及び光変調器部１００４を含む。
【００７４】
　信号生成器１００１は、送信データに基づいてデジタル信号を生成し、信号設定部１０
０２は、生成されたデジタル信号において実施例２に記載の方式に従ってパイロット信号
を設定し、即ち、各フレームの信号を送信する際に、一方の偏光状態においてパイロット
信号を送信する期間内に、他方の偏光状態において信号を送信せず、或いは直流光信号を
送信し、Ａ／Ｄ変換部１００３はデジタル信号に対してＡ／Ｄ変換を行い、光変調器部１
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００４は該Ａ／Ｄ変換部１００３により変換された信号を変調信号として光を変調する。
また、選択部１００５をさらに含んでもよく、光変調器部１００４は、異なる偏光状態に
おけるパイロット信号の周波数を異ならせるように、選択部１００５により選択されたコ
ードワードに基づいて信号変調を行う。
【００７５】
　上記実施例によれば、各フレームの信号を送信する際に、一方の偏光状態においてパイ
ロット信号を送信する期間内に、他方の偏光状態において信号を送信せず、或いは直流光
信号を送信することで、大部分の非線形クロストークを抑制でき、このように、非線形ク
ロストークの雑音電力計算への影響を効果的に除去でき、光信号対雑音比の計算の正確性
を向上できる。
【００７６】
　＜実施例５＞
　本発明の実施例は通信システムをさらに提供する。図１１は本実施例に係る通信システ
ムの構成を示す図であり、図１１に示すように、通信システム１１００は、送信機１１０
１、伝送リンク１１０２、及び受信機１１０３を含み、送信機１１０１の構成及び機能は
実施例４における記載と同じであり、受信機１１０３の構成及び機能は実施例３における
記載と同じであり、ここでその説明が省略される。
【００７７】
　上記実施例によれば、受信信号におけるパイロット信号の位置に基づいて雑音電力を計
算するための時間領域及び／又は周波数領域の範囲を選択することで、光信号対雑音比を
正確に推定でき、計算プロセスが簡単であり、且つ応用範囲が広い。
【００７８】
　また、各フレームの信号を送信する際に、一方の偏光状態においてパイロット信号を送
信する期間内に、他方の偏光状態において信号を送信せず、或いは直流光信号を送信する
ことで、大部分の非線形クロストークを抑制でき、このように、非線形クロストークの雑
音電力計算への影響を効果的に除去でき、光信号対雑音比の計算の正確性を向上できる。
【００７９】
　＜実施例６＞
　本発明の実施例は光信号対雑音比の監視方法をさらに提供し、該監視方法は実施例１の
光信号対雑音比の監視装置に対応する。図１２は本実施例に係る光信号対雑音比の監視方
法のフローチャートである。図１２に示すように、該方法は下記のステップを含む。
【００８０】
　ステップ１２０１：受信信号におけるパイロット信号の、時間領域及び／又は周波数領
域における位置に基づいて、該受信信号の雑音電力を計算するための時間領域及び／又は
周波数領域の範囲を選択する。
【００８１】
　ステップ１２０２：選択された時間領域及び／又は周波数領域の範囲内の受信信号に基
づいて該受信信号の雑音電力を計算し、該雑音電力に基づいて該受信信号の光信号対雑音
比を計算する。
【００８２】
　本実施例では、該受信信号の雑音電力を計算するための時間領域及び／又は周波数領域
の範囲の選択方法、並びに選択された範囲に基づく光信号対雑音比の計算方法は、実施例
１における記載と同じであり、ここでその説明が省略される。
【００８３】
　上記実施例によれば、受信信号におけるパイロット信号の位置に基づいて雑音電力を計
算するための時間領域及び／又は周波数領域の範囲を選択することで、光信号対雑音比を
正確に推定でき、計算プロセスが簡単であり、且つ応用範囲が広い。
【００８４】
　＜実施例７＞
　本発明の実施例は信号送信方法をさらに提供し、該信号送信方法は実施例２の信号送信
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装置に対応する。図１３は本実施例に係る信号送信方法のフローチャートである。図１３
に示すように、該方法は下記のステップを含む。
【００８５】
　ステップ１３０１：２つの偏光状態において信号をそれぞれ送信し、各フレームの信号
を送信する際に、一方の偏光状態においてパイロット信号を送信する期間内に、他方の偏
光状態において信号を送信せず、或いは直流光信号を送信する。
【００８６】
　本実施例では、２つの偏光状態において信号をそれぞれ送信する方法は実施例２におけ
る記載と同じであり、ここでその説明が省略される。
【００８７】
　上記実施例によれば、各フレームの信号を送信する際に、一方の偏光状態においてパイ
ロット信号を送信する期間内に、他方の偏光状態において信号を送信せず、或いは直流光
信号を送信することで、大部分の非線形クロストークを抑制でき、このように、非線形ク
ロストークの雑音電力計算への影響を効果的に除去でき、光信号対雑音比の計算の正確性
を向上できる。
【００８８】
　本発明の実施例は、光信号対雑音比の監視装置又は受信機においてプログラムを実行す
る際に、コンピュータに、該光信号対雑音比の監視装置又は受信機において実施例６に記
載の光信号対雑音比の監視方法を実行させる、コンピュータ読み取り可能なプログラムを
さらに提供する。
【００８９】
　本発明の実施例は、信号送信装置又は送信機においてプログラムを実行する際に、コン
ピュータに、該信号送信装置又は送信機において実施例７に記載の信号送信方法を実行さ
せる、コンピュータ読み取り可能なプログラムをさらに提供する。
【００９０】
　本発明の実施例は、コンピュータに、光信号対雑音比の監視装置又は受信機において実
施例６に記載の光信号対雑音比の監視方法を実行させるためのコンピュータ読み取り可能
なプログラムを記憶する、記憶媒体をさらに提供する。
【００９１】
　本発明の実施例は、コンピュータに、信号送信装置又は送信機において実施例７に記載
の信号送信方法を実行させるためのコンピュータ読み取り可能なプログラムを記憶する、
記憶媒体をさらに提供する。
【００９２】
　本発明の以上の装置及び方法は、ハードウェアにより実現されてもよく、ハードウェア
とソフトウェアを結合して実現されてもよい。本発明はコンピュータが読み取り可能なプ
ログラムに関し、該プログラムはロジック部により実行される時に、該ロジック部に上述
した装置又は構成要件を実現させる、或いは該ロジック部に上述した各種の方法又はステ
ップを実現させることができる。本発明は上記のプログラムを記憶するための記憶媒体、
例えばハードディスク、ディスク、光ディスク、ＤＶＤ、フラッシュメモリ等に関する。
【００９３】
　以上、具体的な実施形態を参照しながら本発明を説明しているが、上記の説明は、例示
的なものに過ぎず、本発明の保護の範囲を限定するものではない。本発明の趣旨及び原理
を離脱しない限り、本発明に対して各種の変形及び修正を行ってもよく、これらの変形及
び修正も本発明の範囲に属する。
【００９４】
　また、上述の実施例を含む実施形態に関し、更に以下の付記を開示する。
（付記１）
　光信号対雑音比の監視装置であって、
　受信信号におけるパイロット信号の、時間領域及び／又は周波数領域における位置に基
づいて、前記受信信号の雑音電力を計算するための時間領域及び／又は周波数領域の範囲
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を選択する選択手段と、
　選択された時間領域及び／又は周波数領域の範囲内の受信信号に基づいて前記受信信号
の雑音電力を計算し、前記雑音電力に基づいて前記受信信号の光信号対雑音比を計算する
計算手段と、を含む装置。
（付記２）
　前記選択手段は、時間領域において前記パイロット信号の中心との距離が第１の閾値以
下の時間領域範囲を、前記受信信号の雑音電力を計算するための時間領域範囲として選択
する、付記１に記載の装置。
（付記３）
　前記選択手段は、周波数領域において前記パイロット信号の周波数との距離が第２の閾
値以上の周波数領域範囲を、前記受信信号の雑音電力を計算するための周波数領域範囲と
して選択する、付記１に記載の装置。
（付記４）
　前記選択手段は、周波数領域において前記パイロット信号の周波数との距離が第２の閾
値以上であり、且つ前記受信信号の非線形クロストークの周波数と同一の側にある周波数
領域範囲を、前記受信信号の雑音電力を計算するための周波数領域範囲として選択する、
付記３に記載の装置。
（付記５）
　２つの偏光状態において信号をそれぞれ送信し、各フレームの信号を送信する際に、一
方の偏光状態においてパイロット信号を送信する期間内に、他方の偏光状態において信号
を送信せず、或いは直流光信号を送信するように、前記受信信号を送信する、付記１に記
載の装置。
（付記６）
　２つの偏光状態において信号をそれぞれ送信する送信手段、を含み、
　各フレームの信号を送信する際に、一方の偏光状態においてパイロット信号を送信する
期間内に、他方の偏光状態において信号を送信せず、或いは直流光信号を送信する、信号
送信装置。
（付記７）
　付記１～５のいずれかに記載の装置を含む、受信機。
（付記８）
　付記６に記載の装置を含む、送信機。
（付記９）
　付記７に記載の受信機と、付記８に記載の送信機と、を含む、通信システム。
（付記１０）
　光信号対雑音比の監視方法であって、
　受信信号におけるパイロット信号の、時間領域及び／又は周波数領域における位置に基
づいて、前記受信信号の雑音電力を計算するための時間領域及び／又は周波数領域の範囲
を選択するステップと、
　選択された時間領域及び／又は周波数領域の範囲内の受信信号に基づいて前記受信信号
の雑音電力を計算し、前記雑音電力に基づいて前記受信信号の光信号対雑音比を計算する
ステップと、を含む方法。
（付記１１）
　前記受信信号におけるパイロット信号の、時間領域及び／又は周波数領域における位置
に基づいて、前記受信信号の雑音電力を計算するための時間領域及び／又は周波数領域の
範囲を選択するステップは、
　時間領域において前記パイロット信号の中心との距離が第１の閾値以下の時間領域範囲
を、前記受信信号の雑音電力を計算するための時間領域範囲として選択するステップ、を
含む、付記１０に記載の方法。
（付記１２）
　前記受信信号におけるパイロット信号の、時間領域及び／又は周波数領域における位置
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に基づいて、前記受信信号の雑音電力を計算するための時間領域及び／又は周波数領域の
範囲を選択するステップは、
　周波数領域において前記パイロット信号の周波数との距離が第２の閾値以上の周波数領
域範囲を、前記受信信号の雑音電力を計算するための周波数領域範囲として選択するステ
ップ、を含む、付記１０に記載の方法。
（付記１３）
　前記受信信号におけるパイロット信号の、時間領域及び／又は周波数領域における位置
に基づいて、前記受信信号の雑音電力を計算するための時間領域及び／又は周波数領域の
範囲を選択するステップは、
　周波数領域において前記パイロット信号の周波数との距離が第２の閾値以上であり、且
つ前記受信信号の非線形クロストークの周波数と同一の側にある周波数領域範囲を、前記
受信信号の雑音電力を計算するための周波数領域範囲として選択するステップ、を含む、
付記１２に記載の方法。
（付記１４）
　２つの偏光状態において信号をそれぞれ送信し、各フレームの信号を送信する際に、一
方の偏光状態においてパイロット信号を送信する期間内に、他方の偏光状態において信号
を送信せず、或いは直流光信号を送信するように、前記受信信号を送信する、付記１０に
記載の方法。
（付記１５）
　２つの偏光状態において信号をそれぞれ送信するステップ、を含み、
　各フレームの信号を送信する際に、一方の偏光状態においてパイロット信号を送信する
期間内に、他方の偏光状態において信号を送信せず、或いは直流光信号を送信する、信号
送信方法。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】



(16) JP 2016-178635 A 2016.10.6

【図５】 【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】



(17) JP 2016-178635 A 2016.10.6

【図１２】

【図１３】



(18) JP 2016-178635 A 2016.10.6

10

フロントページの続き

(72)発明者  ドウ・リアン
            中国，１０００２５，ベイジン，チャオヤン　ディストリクト，ジョォン　ロード，ドン　ス　ホ
            アヌ　ナンバー５６，オーシャン　インターナショナル　センター，タワー　エイ　１３エフ　富
            士通研究開発中心有限公司内
(72)発明者  タオ・ジェヌニン
            中国，１０００２５，ベイジン，チャオヤン　ディストリクト，ジョォン　ロード，ドン　ス　ホ
            アヌ　ナンバー５６，オーシャン　インターナショナル　センター，タワー　エイ　１３エフ　富
            士通研究開発中心有限公司内
Ｆターム(参考) 5K102 AA01  AA46  LA03  LA11  LA22  LA31  MH03  MH14  MH17 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

